保育者養成課程再考―幼稚園教育要領の改訂における、教育の基本概念と教育を成り立たせる諸要因を中心に― by 鬢櫛 久美子










































　平成 29（2017）年 3 月に「幼稚園教育要領」、「小学校学習指導要領」、「中学校学習指
図 1．学習指導要領改訂スケジュール
出典：文部科学省　中央教育審議会　教育課程部会報告　（平成 28 年 8 月 26 日）資料 3
名古屋柳城短期大学研究紀要	 第 39 号（2017年度）
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導要領」の改訂が告示された。「幼稚園教育要領」は、平成 30（2018）年 4月 1日から、「小
学校学習指導要領」は平成 32（2020）年 4月 1日から、「中学校学習指導要領」は平成 33











































出典：文部科学省教育部会　総則・評価特別部会報告（平成 28 年 7 月 7 日）資料 1














































































図 3．資質・能力の 3 つの柱







































































































　中央教育審議会答申（平成 27 年 12 月）「これからの学校教育を担う教員の資質能力の
向上について～学び合い、高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて～」では、これ
からの時代に求められる教員の資質・能力が明らかにされ、教員養成・採用・研修を通じ
た取り組みが提案された。この答申を受け、2016（平成 28）年 11 月には、各大学が創意
工夫をしてより質の高い教職課程を編成できるよう、教育職員免許法の一部、教育職員免























































































出典：中央教育審議会答申	（平成 27 年 12 月 21 日）図 5



















































































平成 27 年 12 月 21 日　文部省　中央教育審議会答申「これからの学校教育を担う教員の
資質能力の向上について～学び合い、高め合う教員養成コミュニティの構築に向けて～」
平成 28 年 8 月 26 日　文部省　中央審議会教育部会報告
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　2017（平成 29）年 3月、「学習指導要領」、「幼稚園教育要領」、「保育所保育指
針」、「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」が同時に告示された。これらの
改訂に対応し、教育職員免許法、同施行規則の改正がなされ、教職課程コアカリ
キュラムが策定された。本稿では、今後の保育者養成課程について教育の基本概
念と教育を成り立たせる諸要因を中心に検討することを目的とし、上記の改正を
理解することを試みた。
　その結果、今回の改訂では、各学校教育段階において「何が」、「どのように学
ばれ」、「どのような資質・能力の育成を目指すのか」、見通しをもって教育がお
こなわれるようにということが目指されていることが理解できた。幼保小の連携
だけでなくその後の教育との関連をカリキュラムをも考慮した幼稚園教育がおこ
なわれるべきであり、また、そのような教育が実践できる幼稚園教諭の養成が、
幼児教育の質向上、幼稚園教諭の質保証と向上を目指す教育につながることが理
解できた。
　また、今回の改正は、幼稚園教育要領の改訂の変遷や保育者養成の歴史から考
えると、幼稚園教育とその養成課程の独自性を明確にしたものといえる。
　しかし、養成課程のコアカリキュラムが、幼稚園から高校までひとつの養成の
枠組みで論じられていることへの配慮が必要である。幼児教育の基本概念の独自
性を考慮した養成課程の検討が進められるべきであると考える。例えば、育成目
標が学校段階に関わらず統一的に設定されており、現場の教育が模範に従って画
一的な教育になりかねないことにも注意が必要である。幼児教育においては、「幼
児期の終わりまでに育ってほしい姿」の明確化が、保育の形骸化につながらない
ように配慮した養成課程における学修が必要となるだろう。

